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ごあいさつ
国土交通省　大臣官房審議官（住宅局担当）　伊藤 明子

　６月 21 日付で大臣官房
審議官（住宅担当）に就任
しました伊藤です。住宅生
産課長から異動し、内閣官
房で地方創生の仕事をして
おりましたが、２年ぶりに
住宅局に戻ってまいりまし
た。どうぞよろしくお願い
します。
　まずはじめに、熊本の地震に際しましては、被災
された方々にお見舞いを申し上げるとともに、仮設
住宅など震災直後から住団連の皆様に迅速かつ強
力なご協力・ご支援をいただきましたことに心から
御礼を申し上げます。今後さらに復興に向け、引き
続きご協力をお願いいたします。
　さて、昨今の状況は、消費税の導入が延期され、
超低金利の中、人口減少はしているものの大都市を
中心にまだ数年は世帯数が増加すると見込まれて
おり、直近の住宅着工戸数も、全体としては比較的
堅調な状況にあります。この数年は、確実に到来す
るその先の超高齢社会、人口減・世帯減の激動期に
対応するための本当に大切な猶予期間ということ
ができます。今年３月に策定された住生活基本計
画において、その方向性が示されているところで
すが、直近の課題に適時適切に対応すると同時に、
現在の状況のさらに先の社会がどうなるのか、生活
の器としての住まいはどうあったらいいのかを見
据え、そのために必要な住宅産業となるよう準備を
怠ることなく対応していくことが求められます。
　直近の課題としては、事件・事故や今回の震災、
さらには今後発生が予測されている地震などに対

応する安全性の確保の問題、ＣＯＰ 21 で採択され
たパリ協定を踏まえた省エネ・環境への対応、地域
包括ケアや健康寿命の延伸などの高齢社会対応な
どが挙げられます。さらには、こうしたことを実現
するためのまちづくり、地域経済活性化のための取
組、既存ストックの活用・流通のための市場整備、
海外対応など、取り組むべきことがたくさんありま
す。従来の住宅そのものの課題として解決できるこ
とだけでなく、中には、他の分野と連携して対応す
る必要のあること、また、他の分野から住宅に要請
されることも増えています。地方創生を担当してい
たときに、住まいが関わる課題が多いことを再認識
しましたが、これは、住まいに対する国民や社会の
関心や期待が高いという証であり、また、住宅産業
がいわゆる従来の経済波及効果だけでなく、様々な
分野と結びついている本当に関連産業が大きいも
のになっていることの表れではないかと思います。
　国としても、規制や税・融資・補助による支援な
どにより、市場の中で不適切なものが供給されるこ
となく、住まい手や社会に求められるものが供給さ
れるよう市場を誘導していく枠組みを提供してい
きたいと考えていますが、それが生きた制度になる
ためには、住宅産業に関わる皆様の現場からの知
恵や協力が不可欠です。現在もそして将来にわたっ
ても、一人一人にとって、真に価値のある広い意味
での「住まい」を提供し続けられるよう、住宅産業
がよりよい方向に成長発展していくよう努めてま
いりますので、引き続きのご協力・ご指導をいただ
きますようお願い申し上げます。

10月は住生活月間
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◇ 平成 28 年度定時総会並びに
　第２回理事会開催
　一般社団法人住宅生産団体連合会は、『平成 28 年
度定時総会並びに第２回理事会』を平成 28 年６月
22 日にホテルグランドヒル市ヶ谷において開催し、
以下の通り報告並びに決議されました。概要は以下
の通りです。

【定時総会】
　（報告事項）
・第１号報告　平成27年度事業報告の件
＊上記の内容を報告いたしました。
　（決議事項）
・第１号議案　�平成27年度貸借対照表及び正味財

産増減計算書の承認の件
・第２号議案　理事５名選任の件
・第３号議案－１　入会等規程の変更の件
・第３号議案－２　�入会金及び会費に関する基準

の件
＊�各議案とも、原案のとおり承認・可決されました。
　�第２号議案において、新たに、青木　徹理事（（一
財）住宅生産振興財団専務理事）、市川　晃理事
（住友林業㈱代表取締役社長）、松井　達彦理事
（大成建設㈱常務執行役員）、松下　龍二理事（パ
ナホーム㈱代表取締役社長）、吉岡　民夫理事（パ
ナソニック㈱代表取締役専務エコソリューショ
ンズ社社長）が選任され、就任いたしました。
　�　なお、押味　至一理事、藤井　康照理事、松本　

一般社団法人　住宅生産団体連合会
役員名簿

役　職 氏　　名 常勤・非常勤 所　　属　・　役　　職
会　長 和田　　勇 非常勤 積水ハウス株式会社 代表取締役会長兼 CEO
副会長 樋口　武男 非常勤 大和ハウス工業株式会社 代表取締役会長兼 CEO

〃 市川　俊英 非常勤 三井ホーム株式会社 代表取締役社長
〃 竹中　宣雄 非常勤 ミサワホーム株式会社 代表取締役社長
〃 市川　　晃 非常勤 住友林業株式会社 代表取締役社長

専務理事 小田　広昭 常　勤 一般社団法人住宅生産団体連合会
理　事 池田　英輔 非常勤 旭化成ホームズ株式会社 代表取締役社長

〃 岡田　正人 非常勤 スウェーデンハウス株式会社　代表取締役社長
〃 神山　和郎 非常勤 日神不動産株式会社 代表取締役会長
〃 関口　俊一 非常勤 積水化学工業株式会社 取締役 専務執行役員 住宅カンパニープレジデント
〃 寺井　茂幸 非常勤 株式会社寺井工務店 代表取締役社長
〃 長野　純一 非常勤 株式会社ヤマダ・エスバイエルホーム　代表取締役社長
〃 松井　達彦 非常勤 大成建設株式会社　常務執行役員
〃 松下　龍二 非常勤 パナホーム株式会社 代表取締役社長
〃 村石　久二 非常勤 スターツコーポレーション株式会社 代表取締役会長兼グループ CEO
〃 山科　　忠 非常勤 トヨタホーム株式会社 代表取締役社長
〃 吉岡　民夫 非常勤 パナソニック株式会社 代表取締役専務　エコソリューションズ社 社長
〃 青木　　徹 非常勤 一般財団法人住宅生産振興財団 専務理事
〃 川井　正仁 非常勤 一般社団法人全国中小建築工事業団体連合会 専務理事
〃 川本　俊明 非常勤 一般社団法人日本ツーバイーフォー建築協会 専務理事
〃 合田　純一 非常勤 一般社団法人プレハブ建築協会 専務理事
〃 花沢　　仁 非常勤 一般社団法人全国住宅産業協会 常務理事
〃 本多　直巳 非常勤 一般社団法人リビングアメニティ協会 専務理事
〃 松川　隆行 非常勤 一般社団法人日本木造住宅産業協会 専務理事

監　事 松野　　仁 非常勤 株式会社日本建築住宅センター　会長
〃 細田　正典 非常勤 株式会社東急ホームズ　代表取締役社長

平成 28年７月１日現在



浩理事、矢野　龍理事、吉田　忠裕理事の５名は
辞任いたしました。（五十音順）

【理事会】
　（決議事項）
・第１号議案　副会長選定の件
・第２号議案　平成28年度収支予算補正の件
＊�各議案とも、原案のとおり承認・可決されました。
第１号議案において、新たに、市川　晃理事が副
会長に選定され、就任いたしました。
　（報告事項）
・第１号報告　�代表理事及び業務執行理事による

業務執行状況報告の件
＊上記の内容を報告いたしました。

　定時総会後の記者会見では、和田会長より、冒頭
熊本地震の被災者に対し、お悔みとお見舞いの言
葉がありました。その後、消費税増税が延期となっ
たこの期間に住宅税制の抜本的見直しについて意
見を出していきたい。住宅資金贈与非課税枠の拡充
前倒しや既存住宅 6.000 万戸の流通を促すリノベー
ション事業の強化を含め、日本経済を支える内需拡
大の柱として活動していきたいとの考えを示しま
した。

◇平成 28 年７月度
　「経営者の住宅景況感調査」結果
　表１は、平成 28 年７月に実施した単純集計です。
また、調査ごとの単純集計を住宅景況感判断指数で
表しており、この指数は「良い」との回答割合から
「悪い」との回答割合を差し引いた数値です。

平成 28 年７月度経営者の住宅景況感調査集計結果
○調査期間　平成 28 年７月上旬
○調査対象　�住団連法人会員 18 社で、住宅の動向

を把握されている経営者
○回答数　　18 社

○印の数字は、最も回答が多い。

１．景況感判断指数からみた傾向
　【受注全体】
　平成 28 年度第１四半期（平成 28 年４〜６月）実
績の景況判断指数は前年同期比で、総受注戸数は　
△４ポイント、総受注金額も　△４ポイントで４月
度のプラスから一転、再度マイナスとなった。（前
４月度　総受注戸数＋ 10、総受注金額＋ 18）
コメントでは、「景気の先行き不安、６月は消費税
増税延期も影響し、思うように受注が伸びなかっ
た。」「低金利の効果で、展示場来場者は堅調だが、
購入の決め手にはならなかった。」との回答が多い
中、「戸数、金額共に前年比プラスとなった。」との
回答もあった。※景気不透明感の中、低金利が購
買意欲の下支えとなったが、戸建受注は回復しきれ

し通見績実

△１０％ △５％ ±０％ 十５％ 十１０％ △１０％ △５％ ±０％ 十５％ 十１０％

程度・以上 程度 かわらず 程度 程度・以上 程度・以上 程度 かわらず 程度 程度・以上

悪い 悪い 良い 良い 悪くなりそう 悪くなりそう 良くなりそう 良くなりそう
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（表 1）
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ず、賃貸住宅やリフォームで数字を補った会社がか
ろうじてプラスを維持した。
　平成 28 年度第２四半期（平成 28 年７〜９月）見
通しの景況判断指数は、総受注戸数は　＋ 25 ポイ
ント、総受注金額　＋ 35 ポイントと５%成長を予
測する回答が多い。（前４月度　総受注戸数＋ 37、
総受注金額＋ 32）。
　コメントでは、「個人消費の回復は厳しいが市場
は復調の傾向。ただし、増税先送りにより商談が長
期化する可能性から、緩やかな上昇に留まる。」「低
金利、ZEH補助金等の良い材料はある。」「大型物件・
富裕層の需要を想定している。」等、プラス予測を
する回答が半数近くを占めた。※増税延期に伴う
停滞感を不安視しつつも、低金利などの条件、賃貸
住宅の好調を軸にプラスを予測する回答が多い。

２．新設住宅着工戸数の予測
　平成 28 年度の申請津住宅着工総戸数の予測につ
いては、回答した 16 社の予測平均値が、総戸数
91.1 万戸（前4月度 91.3 万戸）という予測結果となっ
た。利用関係別では、持ち家が 28.4 万戸（29.1 万戸）、
分譲住宅が 24.4 万戸（25.8 万戸）、賃貸住宅が 38.0
万戸（35.7 万戸）となっている。

経営者による住宅景況判断指数の推移
（H28. ７月調査）

実線：調査時点の対前年同四半期比景況判断指数の推移
点線：�向う 3 か月間の対前年同四半期比景況見通し判断指数の

推移
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３．住宅メーカーの経営指標について
　向こう６か月間の住宅メーカーの経営指標とな
る下記の項目については下記のとおりである。

―回答数―16社―
【単位：万戸】

総戸数 持　家 分譲住宅 賃貸住宅

   Ａ社 95 28.5 25 40.5

平 　Ｂ 87 27 24 35.5

　Ｃ 90 30 23.6 36

成 　Ｄ 86.1 27.5 21 37

 　Ｅ 89.9 28.2 23.6 38.1

28 　Ｆ 94 31 23 39.5

　Ｇ 92.1 28.4 24.7 38.4

年 　Ｈ 92 27.5 25 39

　Ｉ 90 30 24 36

度 　Ｊ 91 30 25 35.5

 　Ｋ 95 29.5 26 39

予 　Ｌ 90 28 24 40

　Ｍ 97 29 25 42.5

測 　Ｎ 89 27 24 37.5

  O 記載なし 記載なし 記載なし 記載なし

  P 90.6 26.5 26.1 37.4

  Q 90 26.8 24 38.5

  R 記載なし 記載なし 記載なし 記載なし

平均 91.1 28.4 24.4 38.0

平成26年度実績 88.0 27.8 23.6 35.8
平成27年度実績
(H27.4～H28.3） 92.1 28.4 24.6 38.3

平成 28 年度の新設住宅着工総戸数の
予測アンケート結果

上がる 変わらず 下がる 

所得の伸び １（ ５） １７（１２） ０（ １）

家賃の動向 １（ １） １６（１７） １（ ０）

金利の動向（市中金利） ０（ ２） １４（１６） ４（ ０）

資材価格の動き ３（ ６） １４（１１） １（ ０） 

建築の手間賃 ８（ ６） １０（１２） ０（ ０）

上がる 安定化 下がる 

地価の動向（住宅地） ７（ ６） １１（１１） ０（ １）

増える 変わらず 減る 

展示場来場者数 ２（１２） １２（ ３） ３（ ２）

過剰 充足 不足 

技能職人数（大工） ０（ ０）  ５（ ６）   １３（１２）

（  ）内は、平成２８年１月度調査数値である。

＜委員会活動（６/16 〜７/15）＞
【運営委員会】
◎第 251 回　運営委員会
（報告事項）
　・運営委員会委員の変更について
　・熊本地震被災住宅視察相談の支援について
　・�合法伐採木材利用促進法施工準備検討会の設置
について

　・�平成 27 年労働災害発生状況調査結果について
　・�各専門委員会等における第 1四半期の活動状況
について

　・�住宅政策勉強会の実施報告及び今後の予定につ
いて

　・�政策委員の選定について

【政策委員会】
◎住宅ストック研究会	 （6/20　10：30 〜 12：30）
　・�各団体、各社より「住み続ける」「住み継ぐ」
ためのリフォーム推進上の課題について報告

　・�ストックへの取り組み状況について
　・�リフォーム推進上の課題（①税制、予算②補助
金制度③建築関連の法規制④融資制度⑤消費
者への啓発に係る改善要望）について

◎住宅税制のあるべき姿を探る住宅政策勉強会
	 （6/23　16：00 〜 17：30）
　・�第 3 回　講師：�一橋大学国際・公共政策大学

院経済学研究科　佐藤主光教授
　　テーマ：�住宅と固定資産税
◎住宅産業のあるべき姿検討WG
	 （6/29　17：30 〜 19：00）
　・�住宅産業が対応・対処すべき課題について
◎住宅ストック研究会	 （7/11　14：00 〜 16：00）
　・�各団体、各社より「住み継ぐ（住み替える）た
めのリフォーム」推進上の課題の優先順位に
ついて報告、要望の多い項目を整理集約の上、
問題意識の共有化

　・�これまでの議論の取り纏め、座長より「提言（た
たき台）」の提示、内容について議論

　・�新築とリフォームを、税制上の取り扱い、建築
法上の規制という 2観点から比較検討

◎成熟社会居住研究会	 （7/14　15：00 〜 17：30）
　・�大月敏雄氏（東京大学大学院教授）講演「高齢
者向け住宅のまちづくり」〜医職（食）住〜

　・�東原大氏（住友林業㈱木化営業チームマネー
ジャー）講演「木材の新たな可能性　木の力再
発見」

　・�サービス付き高齢者住宅整備事業、空家対策、
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郊外団地活性化等に関する要望について

【専門委員会】
◎建築規制合理化委員会WG増改築の手引き SWG	
	 （6/17　11：00 〜 14：00　
	 6/24　10：00 〜 12：00　
	 7/14　10：00 〜 12：00）	
　・�増改築の手引きQ&A事例の検討
　・�用語の定義の追加について検討
◎住宅税制・金融委員会	（6/20　13：00 〜 14：30）
　・�経済対策（補正予算について）
　・�豊かな住生活・住宅産業のあり方について
　・�消費増税延期による住宅業界への影響とその対
策について

◎	住宅・建築分野における合法伐採木材等の流通及
び利用の促進に関する法律に係る施行準備検討
会（第 1回）	 （6/24　13：00 〜 15：00）
　・�法の背景・経緯と趣旨説明
　・�住宅・建築業界における木材等の流通と合法性
証明・確認の現状と課題

　・�主な論点と今後の進め方及びスケジュール等意
見交換

◎住生活向上委員会WG1	（6/20　16：30 〜 18：00）
	 （7/7　10：00 〜 12：00）
　・�土間床等の熱損失の評価方法の提案に関する意
見検討

　・�温水床暖房の一次エネルギー消費量計算への要
望に関する意見検討

　・�ZEHに関する政策予算要望の検討について
　・�省エネ小委員会内容報告について
　・�ZEH 支援事業に関する緊急要望の検討につい
て

　・�住宅生産者 SWG（土間床等の熱損失の評価方
法の提案に関する事前検討）

◎住生活向上委員会WG2	（6/21　10：00 〜 12：00）
	 （7/14　10：00 〜 12：00）
　・�講習会テキスト作成状況フォロー
　・�住宅市場整備推進棟事業への応募検討について
　・�全国講習会実施計画検討について
　・�設備アンケート実施状況フォロー
　・�講習会テキスト作成状況フォロー
　・�住宅市場整備推進棟事業への応募報告について
　・�全国講習会実施計画案（講師・日程）について
◎基礎・地盤技術検討WG
	 （6/24　14：00 〜 17：00）
　・�国土強靭化関連：液状化調査・対策の手引書に
ついて

　・�熊本地震関連情報交換
　・�液状化の手引き講習会の下期実施内容の検討
　・�各委員報告

◎産業廃棄物分科会	 （6/24　15：30 〜 17：30）
　・�第 54 回建設マニフェスト販売センター幹事会
（平成 28 年度第 1回）について

　・�平成 28 年度�適正処理�講習会�千葉、東京、横
浜会場�アンケート結果について

　・�環境省廃棄物処理法に基づく廃棄物の輸出確認
及び輸入許可（平成 27 年）について

　・�環境省�特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に
関する法律の施行状況（平成 27 年）について

　・�環境省「廃棄物等の越境移動等の適正化に関す
る検討会報告書」のとりまとめについて

　・�平成 28 年度原発事故からの復旧 ･復興従事者
の適正な放射線管理実施の指導事業の実施に
ついて

◎WG「まちな・み力創出研究会」
	 （6/30　10：00 〜 12：00）
　・�住宅リフォームの色彩提案書の評価検討につい
て（SWG1）

　・�まちの個性の定量化サーベイシートについての
評価検討（SWG2）「吉祥寺編」、「たまプラザ編」

◎政策委員会 IoT検討 PT	（7/5　10：00 〜 12：00）
　・�東京電力　プレゼンツ
　・�前回議事録確認
　・�HEMS普及WG　　報告
　・�HEMS専門委員会　報告
　・�ERAB報告
　・�平成 28 年度住団連政策提言について　　
◎環境行動分科会	 （7/5　15：00 〜 17：00）
　・�住宅 ･建築分野における合法木材等の流通及び
利用の促進に関する法律に係わる施工準備検
討会（第 1回）について

　・�環境行動分科会�H28 年度�視察について
　・�環境省「家庭からの二酸化炭素排出量の推計に
係る実態調査�全国試験調査」の結果について

◎国際交流委員会	 （7/14　10：00 〜 12：00）
　・�IHA南アフリカ中間総会議題について
　・�IHA 南アフリカ中間総会参加メンバーおよび
会議資料作成メンバーの選考

　・�IHA東京中間総会での議題について
　・�IHA東京中間総会会議場の件
　・�IHHWCについて
　・�海外視察先の選定


